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子育て支援にとどまらない少子化対策 
― 子供１人当たり月５千円現金給付を考える ―

　東京都は、少子化対策費として約1兆6千億円計上しました（主な内容は

図1参照）。特に「018サポート」（図2参照）事業は、一自治体の取り組みとし

ては「異次元」な現金給付である為、各種メディアでも大きく報道されたとこ

ろです。知事は、事業目的として「少子化対策」を掲げ、都内の合計特殊出生

率は1.08（2021年。5年連続低下。全国平均は1.30）まで落ち込む中、「反転

攻勢」をかけると決意を述べました。少子化の一因とみる経済不安の解消策

として、「所得制限なく」「継続的に」「全ての子供を対象に」「月5,000円」給付

する方針を新年度予算案として提案しました。

　我が国において、現在のところ、現金給付の効果については明確なエビ

デンス（証拠）は見当たりません。海外の事例では「給付金の1割増による出

生率の上昇幅は1～2％にとどまる」「給付された現金はすでにいる子供の

教育費に回りやすい」などの検証結果もあります。「出生意欲の向上」「更に

子を持つ動機」に寄与するのか慎重に見極める必要があります。むろん現金

が配られること自体は、子育て中の家庭にとっては嬉しいことですが、政策

効果についてはEBPM（エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング。 証拠に

基づく政策立案）の視点から常に検証されるべきものです。現金給付の性格

上「何に使われるのか分からない」、あるいは、都内各区で進められる「給食

費の無償化」のほうが少なくとも公正ではないかとの意見も聞かれます。

　

　所得制限を設けず、継続的に（ex1回限りのケースが多数）、全ての子供を

対象（ex高校生年代に限定など）に「一律」給付する都の方針は、他自治体の

事例に比べ突出しています。その為、1,261億円もの巨費を要し、継続的な財

源確保が課題となります。令和5年度予算では、法人2税（法人都民税・法人

事業税）を中心に、過去最大の都税収入6兆円超が見込まれます。都税収入

は法人関係税の割合が大きい為、景気に左右されやすく、都税収入が大きく

落ち込めば（exリーマンショック時は1兆円減収）、現金給付を継続実施する

ことは難しくなります。事業の性格上、一度始めた事業は簡単にはやめられ

ず、無理に継続するならば、財政の悪化を招き、子供たちの世代にツケを回

すという皮肉な結果をもたらしかねません。いくら豊かな財政を誇ると言わ

れる東京都でも、毎年巨費の負担を強いられることから、真に持続可能（サ

ステイナブル）であるかについては冷静な判断が求められているものと考え

ます。

　そもそも、結婚するか、子供を設けるか、また2人、

3人と望むか否かは、各人の価値観、生き方の問題

であり、本来的には政治が介入すべきことではあり

ません。昨今の未婚化、晩婚化、少子化は人々の合

理的な選択の結果であり、政治がその流れを大きく

変えることは決して簡単なことではありません。今よ

りはるかに貧しかったいわゆる「団塊の世代」の出

生率は4.1で、現代においても中国では一人っ子政

策をやめ、国民一人当たりのGDPが飛躍的に増えた

にもかかわらず深刻な少子化で苦しんでいます。今

の少子化対策は、お金だけではない何かが欠落して

いるようにも映ります。これまでの「子育て支策」の

延長線ではない、全ての子育て世代の希望が叶う

「少子化対策」を進めて参ります。

①出生率の向上に寄与するかEBPMの視点から検証
― 政治的バラマキにしない ―

②果たして持続可能（サステイナブル）であるのか？　
― 子供たちにツケを回さない ―

③お金だけではない何かが見落とされている可能性も
― 子育て支援にとどまらまい少子化対策 ―
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名称 ０１８サポート

対象 ワンショットではなく、生まれてから切れ目ない支援が必要

 ▶▶▶ 都内に住む０歳から１８歳までの子供（約２００万人）
 生まれた家庭の環境にかかわらず、子供の成長は等しく応援されなければならない

 ▶▶▶ 所得制限なし
金額 １人当たり月額5,000円（年額６万円）

時期 令和６年１月から給付開始（令和５年度分については一括給付）を予定

事業費 １,２６１億円

妊娠・出産 乳幼児 小・中学生 高校生

子供の成長に寄り添う継続的な支援子供の成長に寄り添う継続的な支援

妊娠時
6万円

出産時
10万円

1歳又は2歳前後
6万円

保育料
第二子以降無償化

私立中学校等
特別奨学金補助

（授業料のうち１０万円補助）

私立高等学校等
特別奨学金補助

0歳から18歳（所得制限なし）
5,000円／月（6万円／年）

経済的支援に加え、相談支援や
家事・育児のサポートなど、
切れ目ない支援を実施

国の制度

義務教育就学児
医療費助成

乳幼児医療費助成
高校生等医療費助成
（２０２３年４月より実施。

入院・通院ともに自己負担なし）

出産一時金
42万円

児童手当（所得制限あり）
3歳児未満：1.5万円／月　～中学生修了：1万円／月

＊所得制限限度額以上、所得上限限度額未満の場合は、一律5,000円／月（特例給付）

018サポート

医療費助成

保育・教育費
支援

妊娠・出産・子育ての
切れ目ない
支援の充実

■＝東京都の新規事業

図1

図2

令和５年度予算案の概要より抜粋（都財務局資料）

令和５年度予算案の概要より抜粋（都財務局資料）
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藤井とものり
都政へのご意見ご要望をお寄せください！！

事務所連絡先　〒176-0013 練馬区豊玉中4-12-1-102　
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東京都議会議員（練馬区選出・立憲民主党）

だれひとり
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東京へ
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東京へ

太陽光パネル設置義務化について
―「義務」ではなく「支援」にとどめよ ―

都市整備委員会として
東京のまちづくりに挑む

　知事は、新築住宅に対する太陽光パネ

ル設置「義務化」を突如として打ち出し、

2025年4月から新条例が施行されることと

なりました。制度の概要は以下の通りです。

（図1参照）義務化の対象は、あくまで都民

ではなく、大手住宅メーカーに対するもの

ですが、多くの都民の方々より「自宅の屋根

に太陽光パネルの設置を強制されるので

はないか」「違反した場合は何か罰則を科

されることはないのか」等の不安の声が寄

せられています。今回都が決めた「義務化」

方針は、私有財産制度の否定、財産権の侵害とも捉えられかねません。そこ

で、本会議での一般質問を通じ、あくまで「義務」ではなく「支援」にとどめる

べきこと、そして都民に対する制度の周知徹底、もし都民の十分な理解が得

られないならば「義務化」という文言の撤回を知事に求めましたが、残念な

がら知事からは答弁はありませんでした。

　東京都は、2030年までに温室効果ガス排出量を50％削減（2000年比）す

る「カーボンハーフ」を掲げていますが、「義務化」による削減効果はわずか

0.4％に過ぎません。（6年間で10万トン/2030年度までの削減目標2,639万

トン）　

　図2をご覧ください。都は売電収入等により30年で最大159万円の経済的

メリットが得られると試算していますが、果たしてその説明を額面通り受け

取って良いのでしょうか。売電収入は、電力料金に上乗せされ、広く一般の

利用者から徴収される「再エネ賦課金」が原資となっています。いわば自ら

発電した電力を自身で払った電力料金の上乗せ分で購入しているにすぎず、

持ち家ではない方、新築の予定がない方、経済的事情等からパネルをつけ

られない方々等広く一般の都民・国民の負担・犠牲の上に成り立っていると

も言えます。また今後、売電量が増えてゆくとすれば、当然電力料金の高騰

を招くことになり、FIT（固定買取価格制度）そのものを維持することもやがて

は難しくなるのかも知れません。

　太陽光パネルの中国製シェアは8割にも達するともされ、新疆ウイグル地

区での人権弾圧、強制労働との関係も指摘されます。パネルの部品として使

われる多結晶シリコン部材の半分近くは、新疆ウイグル地区における強制

労働で生産されている可能性があることから、米国ではウイグル強制労働

防止法に基づく輸入禁止措置が取られています。都が国内メーカーに対す

るヒアリングを行った結果、新疆ウイグル地区の「製品」を取り扱っている事

実がないとの回答を得たとしていますが、「部品」まで含めた検討のないま

ま、都内で太陽光パネルの設置が増えてゆくとすれば、結果として都が人権

弾圧に加担することになりかねません。

　藤井とものりは、東京都議会都市整備委員長に就任致しました。都市整備

委員会は都市整備局、住宅政策本部を所管致します。都市整備局では、都市

計画、防災、交通ネットワーク、都市農業など、住宅政策本部では、都営住宅、

公社住宅などについて審議を行います。特に、練馬区にかかわることでは、

木造密集地域の解消、大江戸線の延伸、駅のバリアフリー化、生産緑地の保

全などの地域課題の解決に取り組んで参ります。委員長としては、公平公正

かつ円滑な委員会運営に努め、十分な審議を経た後は委員会としての意見

集約を行う等与えられた重責を果たして参ります。今後とも都市整備委員会

として都政課題の解決に取り組んで参ります。

①脱炭素という錦の御旗を掲げるものの…

③新疆ウイグル地区における人権弾圧、
強制労働に加担することはあってはならない

②経済的メリットは、一般利用者の負担・犠牲の上に成り立つもの

開始

対象

都への報告義務
※延床面積2000㎡
  未満の新築住宅

2025年4月～

大手住宅メーカー
（都内で住宅供給する延床面積合計年間2万㎡以上）

●発電設備を設置できる住宅供給数
●地域ごとの日当たりの条件に応じた係数
●発電容量の目安の達成状況

太陽光パネル設置義務化
図1

図2

支出

収入

初期費用：58万円

（現行の補助制度を利用した場合※4）

1～10年目（FIT期間）：９４万円
（自家消費53万円＋売電収入41万円※5）

240万円

▼30年

11～30年目（FIT終了後）：146万円
（自家消費105万円＋売電収入41万円※5）

経済的メリット（差額）：159万円パワコン交換：
23万円

※1

※1　株式会社資源総合システム調べ（2021年度末平均（税込み）／パワコン、その他機器、標準工事費含む）
※2　パワコン…パワーコンディショナーの略。太陽光パネルで発電した電力を、家庭で使用できる電力に変換する設備
※3　期間中1度交換　　※4　10万円/kW
※5　売電単価：17円/kWh（1～10年）、8.5円/kWh（11～30年）　電気料金：33円/kWh（2022年5月）

※2　※3

（注）本資産は一定の条件を基に算出したものであり
　　今後の状況変化等で変動する場合があります。

太陽光発電「解体新書」より抜粋（都環境局資料）


	都議会レポート_9_omote
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